
 
 

○新制度の実施主体として、地域ニーズに基づき事業計画を策定、給付と事業を実施 

○地方版子ども・子育て会議の設置（子育てに関わる様々な立場の人がニーズ調査、計画策定の段階から参加・関与） 

 

 

 

 

 

ニーズ調査を実施し、子ども・子育て家庭の状況及び支援の

需要（量の見込み）を把握（10月頃） 

子ども・子育て支援事業計画の策定（H27年度～5年間） 

子ども・子育て支援制度施行に向けた関係条例の整備（保育、放課後児童クラブ関係） 

＜新制度に向けた準備作業＞ 

・制度管理システムの構築（10月頃～） 

・運営基準、支給認定、利用者負担等の検討 

・関係機関への説明、周知     …など 

                  

 子ども・子育て支援新制度の概要（平成 27年度本格スタート予定） 

 

１．子育てをめぐる環境・背景                            

 

 

 

 

 

 
 
 
 

２．子ども・子育て支援新制度のポイント                      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

３．子ども・子育て支援事業計画   

 

子育てをめぐる課題を解決し、子どもと子育て家庭を応援する社会を実現のため 

平成２４年８月に「子ども・子育て支援関連３法※」が成立。平成27年度の本格スタートを目指す。 

※「子ども・子育て支援法」「認定こども園法の一部改正法」「子ども・子育て支援法及び認定こども園法の一部改正法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律」 

結婚・出産・子育ての

希望が叶わない現状 

○急速な少子化の進行 
○家庭・地域・雇用環境の変化 
 ・核家族化 
 ・地域との関係性の希薄化 
 ・不安定な雇用、共働きの増 

 

 

 

 

 

◆地域子ども・子育て支援事業 

 

 

 

 

 
◆子どものための教育・保育給付 
・認定こども園、幼稚園、保育所への共通の財政支援（施設型給付） 
・小規模保育、家庭的保育、居宅訪問型保育、事業所内保育に対する財政支援（地域型保育給付） 

子
育
て
を 

め
ぐ
る
課
題 

課題１ 
幼児期に受けられる教育や保育の質が、親の
就労形態に左右される 

課題２ 
都市部で深刻な待機児童問題がある一方、
少子化により保育所が減少する地域もある 

課題３ 
地域の子育て力の低下による、子育
ての孤立感・不安感の増加 

質の高い幼児期の学校教育、保育を 

総合的に提供 

○保育の量的拡大・確保 

○教育・保育の質的改善 

地域の実情に応じた 

子ども・子育て支援の充実 

幼稚園と保育所の良さを併せ 

持つ「認定こども園」の普及 

○地域ニーズを踏まえた、認定こども園、 
保育所等の計画的整備 

○少人数保育など多様な保育形態の充実 

全ての家庭を対象とした、地域ニーズ
に応じた多様な子育て支援の充実 
・交流拠点、一時預かり施設の増加 

・放課後児童クラブの増加    …など 

対 

策 

新
制
度
の
施
策 

市
町
村
の
役
割 

25年度 

26年度 

安心して子育てが 

出来ない       

さらなる少子化の 

進行       

５年間の計画期間における幼児期の学校教育・保育・地域の子育て支援についての需給計画 

◆基本的記載事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆任意記載事項 

 ○産休・育休明けの希望する時期に円滑に教育・保育施設、地域型保育事業を利用できるための、保護者への情報提供と事業の整備 

 ○専門的知識・技術を要する支援（児童虐待、ひとり親家庭、障害など）に関する都道府県施策との連携と地域の実情に応じた取組 

 ○ワーク・ライフ・バランスの推進のための関連施策（県、企業、労働者団体、子育て支援団体等）との連携と地域の実情に応じた取組 

  

○教育・保育提供区域の設定 

○幼児期（０～５歳）の学校教育・保育の         

〔量の見込み〕（現在の利用状況＋利用希望）     〔確保の内容・実施時期〕 
 ・保育を利用せず学校教育のみ              ・施設（認定こども園、幼稚園）で確保 
 ・保育の必要性あり（３～５歳）             ・施設（認定こども園、保育所）で確保             
 ・保育の必要性あり（０～２歳）             ・施設（認定こども園、保育所）。地域型保育事業で確保 

○地域子ども・子育て支援事業の〔量の見込み〕  〔確保の内容・実施時期〕 

 ・利用者支援※・地域子育て支援拠点事業 ・妊婦健診 ・乳幼児全戸訪問 ・養育支援訪問事業その他要支援児童、要保護児童等の支援に資する事業  
・子育て短期支援事業 ・ファミリー・サポート・センター ・一時預かり ・延長保育 ・病児・病後児保育  ・放課後児童クラブ 
・実費徴収にかかる補足給付を行う事業※  ・多様な主体が本制度に参入することを促進するための事業※  （※印は新規） 

○幼児期の学校教育・保育の一体的提供及び当該学校教育・保育の推進に関する体制の確保の内容 

不足がある 

場合は整備 

○年度に○人分 

資料２－１ 


